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水産業における諸課題について 

【水産課】 

１．ＪＦしまねに対する過料処分申し立てについて 

 漁業協同組合は、組合において不祥事件が発生したことを知った場合、知ってか

ら一月以内に不祥事件の届け出を行政庁に行う必要。（違反した場合、組合の役員に

50 万円以下の過料【水協法】） 

ＪＦしまねは、職員の横領（約 11 年間にわたり約 5,700 万円横領）を令和２年 11

月初旬に知ったが、行政庁への届出は令和３年５月 27 日と一月を大きく遅延。 

令和３年 10 月 21 日、県は、松江地方裁判所に申し立て（通知）、同日受理。 

違反した者 

漁業協同組合ＪＦしまね 代表理事会長 岸宏 

今後の予定 

裁判所において、過料の裁判手続が進められる。 

令和３年 10 月 25 日 

農林水産商工委員会

水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）（抜粋） 

第百二十六条 組合は、次の各号のいずれかに該当するときは、農林水産省令で定めるところにより、

その旨を行政庁に届け出なければならない。 

 一～十一 〔略〕 

 十二 その他農林水産省令（信用事業又は倉荷証券に関するものについては、主務省令）で定める

場合に該当するとき。 

第百三十条 次に掲げる場合には、組合の役員、〔中略〕は、五十万円以下の過料に処する。 

 一～四 〔略〕 

 五 〔中略〕第百二十六条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

漁業協同組合等の信用事業等に関する命令（平成五年大蔵省・農林水産省令第二号）（抜粋） 

第五十一条 法第百二十六条第十二号の主務省令（〔略〕）で定める場合は、次に掲げる場合とする。

一～十七 〔略〕 

 十八 組合、〔中略〕において不祥事件（〔略〕）が発生したことを知った場合 

 十九～二十 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 第一項第十八号に規定する不祥事件が発生したときの届出は、当該不祥事件の発生を組合若しく

は連合会が知った日から一月以内に行わなければならない。 
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